




























































































































































































































































































































3 外務省HP「中華人民共和国（People’s Republic of China）」（https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/china/data.html#02）（2020
年8月24日）基礎データ参照。
4 本稿における「法秩序」は、東アジア域内または中国という統一的なまとまりによって示される秩序のあり方も含む。
5 2020年6月、「中華人民共和国香港特別行政区国家安全維持法」が施行されたことにより、一国二制度の今後のあり方に
ついて懸念される。数年前、研究調査で香港の高等教育機関を訪れた際、教員間の雑談の中で「香港人（Hong Kong 
people）」という言葉が頻繁に発せられていたことが思い出される。
6 香港・マカオにおいては、一国二制度の下、「特別行政区基本法」が適用される。
7 五十嵐・前掲書262頁。
8 厚労省「平成28年度人口動態統計特殊報告『婚姻に関する統計の状況』結果の概要」（https://www.mhlw.go.jp/toukei/
saikin/hw/jinkou/tokusyu/konin16/dl/01.pdf）（2020年8月26日）1頁以下。
9 厚労省・前掲資料11－12頁参照。夫妻の一方が外国人である婚姻件数の総数としては、平成18年までは増加傾向にあっ
たが、その後は減少に転じている（厚労省・前掲資料11頁）。因みに、同資料12頁に基づく「妻日本―夫外国の夫妻にお
ける夫の国籍別婚姻件数の構成割合」によれば、中国国籍を持つ夫の割合は、平成7年では11.1％（総数6940組）、平成27
年では12.1％（総数6167組）とそれほど割合に変化はない。最も多い割合を占めるのは韓国・朝鮮であるが、平成7年で
は41.0％、平成27年では25.4％と大幅に減少している。
10 中国婚姻法には、婚姻関係のみならず、親子関係等家族法関連の内容についても規定されている。
11 拙稿「国際私法における普遍的公序論―最近の学説・判例を中心として」『比較法』第41号497頁以下。
12 宇田川幸則「第1章中国」鮎京正訓編『アジア法ガイドブック』（名古屋大学出版会、2009年）11頁、高見澤磨＝鈴木賢
＝宇田川幸則＝坂口一成『現代中国法入門〔第8版〕』（有斐閣、2019年）2頁。
13 宇田川・前掲書11頁。
14 田中信行編『入門中国法第2版』（弘文堂、2019年）3頁。
15 田中・前掲書4頁。
16 田中・前掲書6頁。
17 田中・前掲書7頁。
18 田中・前掲書8頁。中国では、現時点において中国共産党以外に民主党派と呼ばれる8つの政党が存在するため、一党独
裁ではなく、多党合作を実施しているとされるが、これら民主党派は、政権を奪取するために共産党と争ったり、異を
唱えたりする「野党」ではなく、共産党の指導を受け容れ、社会主義事業を建設するための共産党の「友党」であり、
一般に想起される「政党」とは趣を異にするといわれている（宇田川・前掲書14頁）。
19 田中・前掲書9－17頁。
20 中国の裁判機関である人民法院の組織系統は、最高人民法院を頂点に、高級人民法院、中級人民法院、基層人民法院の
4クラスがあり、二審終審制が採用されており、その他、海運・海事事件を専門とする海事法院、鉄道運輸ならびに鉄
道局職員にかかる事件を専門とする鉄道法院および軍事法院が特別裁判所として設置されている（宇田川・前掲書19頁）。
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21 高見澤＝鈴木＝宇田川＝坂口・前掲書120頁。
22 司法解釈の形式としては、「解釈」（特定の法律、事件類型、問題についての法運用につき解釈をしめしたもの）、「規定」
（立法の精神にもとづき一般的に規則、意見を制定するもの）、「批復」（高級人民法院、軍事法院からの照会に対する回答）、
「決定」（司法解釈を改正、廃止する際に用いる形式）があり、このうち、解釈、規定については、具体的な事件を離れ
て最高人民法院が抽象的にルールを策定するもので、原則として年度計画に沿って制定され、他方、批復は具体的な事
件を処理する過程で生じた法律上の疑義につき、下級人民法院から順次より上級の人民法院への照会がなされることを
契機として、最高人民法院から照会を行った高級人民法院に対して下される解釈であり、裁判官の独立を欠く中国なら
ではの制度とされる（高見澤＝鈴木＝宇田川＝坂口・前掲書121頁）。
23 高見澤＝鈴木＝宇田川＝坂口・前掲書120頁。
24 高見澤＝鈴木＝宇田川＝坂口・前掲書121頁。
25 伝統的な家父長制について、「伝統的中国社会では、父系血統にもとづく同族集団＝宗族＝が社会秩序を形成、維持し、
宗族は日常生活・家計を共同にする『同居共財』の家族によって構成されていた。宗族・家族は男系の血族集団であり、
族長・家長によって統制されていた。婚姻は父系血統を承継するものとして家族と宗族の問題であった。刑事法・行政
法として発達した伝統中国法では、家族法規範も刑罰規範・行政規範として存在していた。」とされている（國谷知史「第
7章家族法」高見澤磨＝鈴木賢編『要説中国法』（東京大学出版会、2017年）152頁）。
26 高見澤＝鈴木＝宇田川＝坂口・前掲書237頁、田中・前掲書3頁、李妍淑 「中国家族法（１）」（以下、「家族法（１）」と
する）（監修・小川富之＝伊藤弘子）『戸籍時報』741号3頁。
27 岩井伸晃『中国家族法と関係諸制度』（テイハン、2010年）28頁、加藤美穂子『詳解　中国婚姻・離婚法』（日本加除出版、
2002年）9頁、李「家族法（１）」3頁参照。
28 1980年中国婚姻法の邦訳については、岩井・前掲書167頁以下、加藤・前掲書543頁以下、陳明侠『中国の家族法』（黒
木三郎監修、西村幸次郎＝塩谷弘康共訳）（敬文堂、1991年）249頁以下参照。
29 加藤・前掲書 9頁。
30 李「家族法（１）」3頁。
31 李「家族法（１）」4頁。
32 2001年中国婚姻法の邦訳については、加藤・前掲書529頁以下参照。
33 何をもって「感情の破綻」というべきかについて条文では明記されておらず、司法解釈の「人民法院が離婚事件を審理
する際にいかにして夫婦の感情が既に破綻しているかを認定するかに関する若干の意見」（1989年）によりその内容が
具体化された（李「家族法（１）」４頁、9頁注（11））。
34 鈴木賢＝廣瀬眞弓「中国における家族の変容と法の対応―2001年婚姻法改正をめぐって」『ジュリスト』1213号93頁。
35 鈴木＝廣瀬・前掲93頁。
36 李「家族法（1）」4頁。
37 2018年に改正された憲法条文については、国務院HP（http://www.gov.cn/guoqing/2018-03/22/content_5276318.htm）
（2020年8月30日）参照。
38 陳・前掲書9頁、徐瑞静「中国家族法の現在」『東洋法学』第54巻3号335頁。
39 加藤・前掲書29頁。
40 成年前の幼女を買い受け、将来息子の嫁とする旧中国の婚姻制度の一つ（李「家族法（１）」9頁（16）参照）。
41 李「家族法（１）」５頁。
42 加藤・前掲書31頁。
43 李「家族法（１）」５頁。
44 李「家族法（１）」５頁、加藤・前掲書30頁。
45 李「家族法（１）」５頁。
46 高見澤＝鈴木＝宇田川＝坂口・前掲書242頁。「三代以内」の傍系血族とは、祖父母を同じくするそれをさし、血族関係
『現代社会研究』18号
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にあるいとこ同士、おじ・めいの間、おば・おいの間などでは婚姻が禁じられ、また、「医学上結婚すべきではないと
認められる疾患」とは、先天性痴呆、統合失調症などの精神病、治癒していない性感染症（梅毒、淋病など）、法定伝
染病（HIV感染、肝炎、肺結核など）があたるとされる（同書同頁）。
47 高見澤＝鈴木＝宇田川＝坂口・前掲書243頁。
48 李「家族法（１）」５頁。
49 李「家族法（１）」５頁。
50 李妍淑 「中国家族法（３）」（監修・小川富之＝伊藤弘子）『戸籍時報』743号31－32頁、条文の邦訳について、加藤・前
掲書530頁参照。
51 李「家族法（１）」6頁、加藤・前掲書38頁。
52 李「家族法（１）」6頁、9頁（20）。
53 李「家族法（１）」6頁。老親への扶養義務を強調するのは中国家族法の特徴であるが、これらの者への権利侵害が多発
しているため、高齢者法のような一連の特別法の保護法が制定されている（高見澤＝鈴木＝宇田川＝坂口・前掲書241頁）。
54 加藤・前掲書41頁。
55 李「家族法（１）」6頁。
56 高見澤＝鈴木＝宇田川＝坂口・前掲書241頁。
57 李「家族法（１）」6頁。
58 高見澤＝鈴木＝宇田川＝坂口・前掲書242頁、李「家族法（１）」6－7頁。
59 五十嵐・前掲書258頁。
60 國谷・前掲書169頁。
61 加藤美穂子『中国家族法〔婚姻・養子・相続〕問答解説』（以下、『問答解説』とする）（日本加除出版、2008年）７頁。
62 加藤『問答解説』2頁。
63 以下、本文中の①～③の弱者保護に関する内容について加藤『問答解説』8－9頁より引用。
64 五十嵐・前掲書260頁。
65 以下、法文化的側面による（１）地理的近接性、（２）儒教文化圏、（３）漢字文化圏の分類について、五十嵐・前掲書
260～263頁より引用。
66 五十嵐・前掲書260頁。
67 五十嵐・前掲書261頁。
68 五十嵐・前掲書261-262頁。
69 五十嵐・前掲書260－262頁。
70 五十嵐・前掲書262－263頁。
71 五十嵐・前掲書263頁。
72 五十嵐・前掲書263－264頁。
